　（様式２）
（様式１）



　（送　信　者） 
　　　　　　　所　属　名  :　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　施　設　名  :　　　　　　　　　　　　　　　　　　
     　　　　 担当者氏名  :　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　 　　　　  連　絡　先  :（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 　　　　　　　　　　　（FAX）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 　　　　　　　　　　　（ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和８年度公共建築物木造・木質化推進事業　要望調査票（回答）
	(1)①施設名

②建物用途
	①
②

	(2)①設置場所
②土地所有者
	①
②

	(3)事業期間(着工～完了)
	　　　　年　　　月　　～　　　　　年　　　月

	(4)建物概要

①構造
②階数
③延床面積
	①　　　　　　
②　　　　　　　
③

	(5)整備内容

①新築／改修

②木造／木質内装

③木材使用量(ｍ3)

④うち県産材使用量(ｍ3)
	①

②

③

④

	(6)全体事業建築費(千円)

※当該整備工事に係る全体の工事費
	　　　　　　　　　　　千円（税込）

	(7)補助対象事業費(千円)
※木造の場合は、建築工事費

※木質内装の場合は、木質内装に係る経費
	　　　　　　　　　　　千円（税込）

	(8)補助額(千円)
	　　　　　　　　　　　千円（税抜）

	(9)建築設計状況
	

	(10)他の補助金の申請状況
	


（注意事項）
・原則、単年度事業ですので、複数年度に渡る事業期間は認められません。

・改修の場合、耐用年数の残存期間が１０年以上ある施設に限ります。
・「補助対象事業費」には、電気設備、機械設備、外構等の工事費は対象に含まれません。

・「補助額」は、木造の場合は、原則として建築工事費の15％分の金額以下。木質内装の場合は、建築工事費の3.75％分の金額と、木質内装部分に係る経費の1/2分の金額を比較していずれか低い方の金額以下となります。
令和８年度公共建築物木造・木質化推進事業 要望調査票 チェックリスト
該当しない項目については、「－」と記入してください。
	項　目
	チェック欄

	(1) 施設の用途は不特定多数の者が利用する公共施設であるか。
（年間延べ1,000人以上利用することが見込まれる施設）
	

	(2)レストラン、土産物販売店など、営利を目的とする施設ではないか。
	

	(3)事業主体は市町村または法人格を有している団体か。
	

	(4)県産材の利用を基本とした整備計画であるか。
	

	(5)原則、令和８年度内に事業が完了する計画であるか。
	

	(6)施設利用者数が十分に確保されるなど、モデル性を発揮できる計画であるか。
	

	(7)建物に係る敷地整備の面積は建坪面積の概ね３倍以内となっているか。
	

	(8)改修予定の建物が国庫補助事業により建設された場合、建設されてから１０年を経過したもので、かつ、耐用年数の残存期間が１０年以上あるか。
	

	(9)学校関連施設の整備については、国のエコスクール推進施策に係る事業について認定を受けているか。
	

	(10)施工後に、施設利用者に対するアンケート実施等への協力、地域住民に対する木の良さを伝えるための展示等の普及ＰＲを実施できるか。
	

	(11)木造については施設の整備中及び整備後に、木質内装については木質内装の整備後に、県等と連携して、地域住民及び施設利用者等を対象に、施設の見学会等を行うこととし、その際、建築物への木材利用の意義等について普及啓発活動を行うことができるか。
	

	(12)事業前及び事業完了後５年目に事業の評価を行い、事業の効果を検証することができるか。（※）
	

	(13)施設については本県で一般的に使用されている仕様を基準とし、規模、構造、性能等については受益範囲、利用計画等からみて適切なものとし、設計上の工夫や効率的な木材調達を通じて、低コスト化に努めているか。
	

	(14)事業費は、本県で使用されている単価及び歩掛かりを基準として、地域の実情に即した適正な現地実行価格により算定しているか。
	

	(15)木造の場合は、構造耐力上主要な部分に用いる製材品には、原則JAS製材品を使用する予定か。
	

	(16)補助対象事業費に設計費、工事監理費、土地造成費、建物解体工事費を含めていないか。
	

	(17)補助対象事業費に電気工事費、設備工事費、外構工事費を含めていないか。
	

	(18)施設用地が確保されている又は確保される見通しがついているか。
	

	(19)補助対象施設を担保に供することを前提とするような資金調達計画になっていないか。
	

	(20)同一建物に他の補助金の活用を検討している場合、当該補助金との棲み分けについて担当部署との調整はできているか。
	

	(21) 施設ごとの投入費用が原則として上限４億円の範囲内となっているか。
	


※補助の採択要件として「事業前の事業評価において、費用対効果分析を行い、総費用額に対する総効果額の比率が1.0以上となること」という条件があります。費用対効果分析については現時点では結果が1.0以上であることの確認はしませんが、ヒアリング後、補助対象施設となる可能性がある施設については費用対効果分析結果の提出をお願いします。その場合、結果が1.0以上にならなかった施設については、補助の採択は出来ませんので、ご了承ください。
（送 信 先）県産材利用推進課　生産・需要拡大係　中岡


FAX   ： ０７４２－２７－１０７０


E-mail： nakaoka-yusuke@office.pref.nara.lg.jp


※要望を提出いただいた事業者様には、要望受領の連絡をいたします。


　令和７年８月１日（金）までに、受領確認の連絡がない場合は、


お手数ですが、担当までお問い合わせください。








